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表 9.3 エネルギー回収施設（立谷川）での地下水揚水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年間稼働日数：358 日 

1 日あたり使用量（年平均値）：50.1m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 地下水使用量(m3) 稼働日数(日) 1 日あたり使用量(m3) 

H30.4 1515.2 30 50.5 

5 1575.7 31 50.8 

6 1543.5 23 67.1 

7 1954.2 31 63.0 

8 2225.8 31 71.8［最大］ 

9 1471.4 30 49.0 

10 1353.8 31 43.7 

11 1593.6 30 53.1 

12 1289.6 31 41.6 

H31.1 1269.0 31 40.9 

2 952.7 28 34.0［最小］ 

3 1172.3 31 37.8 

合計 17916.8 358 50.1 
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2.2.6  温室効果ガスの発生量 

 (1) 調査日 

   平成 30 年 4 月 1日から平成 31 年 3 月 31 日まで 

 

(2) 調査方法 

1 年間の稼働記録から、廃棄物処理量及び種類、電気及び燃料の使用量の把握、集計により 

実施した。 

 

(3) 調査項目 

   施設の稼働に伴い発生する温室効果ガスの種類（CO2,CH4,N2O）及び排出量の状況を把握した。 

 

(4) 調査結果 

   発生する温室効果ガスについては、「生活環境影響調査書」の予測結果と比較を行うため、「生 

活環境影響調査書」のデータに基づき算出した。施設の稼働において発生する温室効果ガスに 

ついては、廃棄物の焼却、燃料の使用及び電気の使用を対象として調査した。なお、使用燃料 

として、灯油を使用している。 

   表 10.1 に一般廃棄物焼却、燃料等の排出係数を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」（平成 22 年 3 月 3 日） 

     

 

表 10.1 排出係数 

       区分 
発生要因 

発生ガス
の種類 

CO2 CH4 N2O 

単位発熱量 排出係数 排出係数 排出係数 

一般廃棄物 

焼却 

連続燃

焼式焼

却施設 

CH4 

N2O 

－ － 
0.00000095 

(tCH4/t) 

0.0000567 

(tN2O/t) 

－ － 
0.00001995 

(tCO2/t) 

0.017577 

(tCO2/t) 

廃ﾌﾟﾗｽ

ﾁ ｯ ｸ 類

の焼却 
CO2 － 

2.765 

(tCO2/t) 
－ － 

燃料 
灯油の

使用 
CO2 

36.7 

（GJ/kL） 

0.0185 

（tC/GJ） 
－ － 

2.49 

(tCO2/kL) 

電気 
電気の

使用 
CO2 － 

0.000600 

(tCO2/kWh) 
－ － 
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表 10.2 に燃料等使用量等に係る年間焼却量等の計画量及び平成 30 年度実績量（一般廃棄

物の焼却量及び施設の稼働に伴う燃料、電気の使用量）を、表 10.3 にごみ処理量の算出を

それぞれ示す。 

なお、本施設は、ごみの焼却熱を利用して発電を行っている。プラスチック類は、処理対

象物とし、焼却、熱回収を行っている。 

 

表 10.2 燃料等使用量等（施設の稼働） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

1: 「エネルギー回収施設（立谷川）建設事業生活環境影響調査書」 

（平成 25 年 11 月山形広域環境事務組合）を基に設定した。 

    2: 平成 30 年度 エネルギー回収施設（立谷川）の維持管理状況から記載した。 

    3: 電気の使用のマイナスは、使用量より発電量が多いことを示す。 

       4: 温室効果ガス排出量の算定方法に基づき、一般廃棄物中のプラスチック割合 18.1% 

          から算出した。 

表 10.3 ごみ処理量の算出 

                         単位：t/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

1: 「エネルギー回収施設（立谷川）建設事業生活環境影響調査書」 

（平成 25 年 11 月山形広域環境事務組合）を基に設定した。 

          区分 
発生要因 

単位 

年間焼却量等 
（焼却量、使用量） 

計画量注1 平成 30 年度実績量注2 

一般廃棄物 

焼却 

連続燃焼式 

焼却施設 
t/年 39,573 43,237.67 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 

の焼却 
t/年 10,637 7,826 注 4 

燃料 灯油の使用 L/年 120,180 413,300 

電気 

買電 

kWh/年

12,138,000 70,050 

売電 13,714,740 6,150,180 

電気の使用 -1,576,740 注 3 -6,080,130 

項目 計画量注1 
平成 30 年度 

ごみ処理実績量 

①燃やせるごみ（火災残材、脱水し渣含む） 37,616 

43,237.67 

②燃やせるごみに含まれるﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 9,329 

③粗大・雑貨破砕処理後可燃物 649 

④粗大・雑貨破砕処理後プラスチック 281 

⑤プラスチック類 1,027 
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調査の結果、平成30年度の施設稼働に伴い排出する温室効果ガスの排出量を算出すると、 

表 10.4 に示すとおりである。また、予測結果に基づき算出した温室効果ガス量を表 10.5 に 

示す。 

温室効果ガスの排出量については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年 10 

月 9 日）に基づき以下の式により求めた。 

 

（一般廃棄物焼却）廃棄物の焼却量(t)×単位焼却当たりの CO2排出量(tCO2/t) 

（燃     料）燃料使用量(kL)×単位発熱量(GJ/kL)×排出係数(tC/GJ)×44/12 

（電     気）電気使用(発電)量(kWh)×単位使用(発電)量当たりのCO2排出量(tCO2/kWh) 

なお、CH4及び N2O を含めた合計排出量についても併せて示した。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 10.5 温室効果ガス予測算出量（平成 30 年度計画量） 

       区分 
発生要因 

CO2 CH4 N2O 

連続燃焼式焼却施設 － 0.8tCO2/年 696tCO2/年 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類の焼却 29,411tCO2/年 － － 

灯油の使用 299tCO2/年 － － 

電気の使用 -946tCO2/年 － － 

合計排出量 

( CO2換算排出量) 
29,461tCO2/年 

表 10.4 温室効果ガス算出量（平成 30 年度実績） 

       区分 
発生要因 

CO2 CH4 N2O 

連続燃焼式焼却施設 － 0.9tCO2/年 760tCO2/年 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類の焼却 21,639tCO2/年 － － 

灯油の使用 1,029tCO2/年 － － 

電気の使用 -3,648tCO2/年 － － 

合計排出量 

( CO2換算排出量) 
19,781tCO2/年 
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改修前施設と平成 30 年度施設（実測データ）の稼働に伴う温室効果ガス排出量を比較すると、 

表 10.6 に示すとおり、10,621tCO2/年削減されたことになる。また、実測データは予測データを

下回り、削減率も 34.9%と予測データを上回っていた。 

したがって、環境保全目標である、「温室効果ガスの排出量が可能な限り抑制されていること」

が達成されているといえる。 

 

 

 

 

 

 

表 10.6 温室効果ガス排出量の比較（廃棄物焼却施設の稼働） 

 
項 目 

 

改修前施設稼働時
（H24 年度） 

予測データ 
（計画時予測）

実測データ 
(H30 年度) 

削減量 
（差） 

削減率 

合
計
排
出
量 

予測データ 

30,402tCO2/年 

29,461tCO2/年 － 941tCO2/年 約 3.1%削減

実測データ － 19,781tCO2/年 10,621tCO2/年 約 34.9%削減



騒音・振動・悪臭測定位置
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図-1　測定位置図

測定地点①～④（騒音・振動・悪臭）

St.1

測定地点St.1（騒音・振動連続測定点）
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図-2 調査地点位置図 

〔縮尺〕１：２５，０００ 

0      500      1000      1500          2000m 

Civil Works

St１：エネルギー回収施設（立谷川） 

St２：長岡公民館 

St３：立谷川工業団地内 

St４：楯山小学校 

St５：漆山石田公園 

St６：市道漆山荒谷橋線沿線 

St７：国道 13号沿線 

St１ 

排ガス(通年) 

臭気(夏) 

騒音(秋) 

振動(秋) 

St２ 

一般環境大気質(四季) 

St３ 

一般環境大気質(四季) 

St４ 

一般環境大気質(四季) 

St５ 

一般環境大気質(四季) 

St６ 

自動車排ガス(秋) 

交通量(秋) 

騒音(秋) 

振動(秋) 

St７ 

自動車排ガス(秋) 

交通量(秋) 

騒音(秋) 

振動(秋) 



図-3　調査地点位置図（地下水位観測孔）

【1/3,000】

地下水位観測孔

立谷川リサイクルセンター
無散水消雪施設還元井戸
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